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山口県における医療的ケア児の実態調査の結果について（概要） 

令和７年（2025 年）10 月 
山口県障害者支援課 

１ 目的 

山口県内における医療的ケア児とその家族の生活状況や支援ニーズを把握することに

より、今後の医療的ケア児とその家族への支援施策等を検討するための基礎資料とする。 

２ 調査方法等 

（１）対象 

令和７年５月１日現在、山口県内に在住する在宅の医療的ケア児（２０歳未満） 

（２）期間 

＜実数調査＞ 

令和７年５月１日（木）から令和７年６月６日（金）まで 

＜生活状況・ニーズ調査＞ 

令和７年７月１日（火）から令和７年８月１日（金）まで 

（３）方法 

・ 市町、県教育委員会等を対象に実施した調査により実数を把握 

・ 把握した医療的ケア児の家族に対し、市町又は県から郵送調査またはヒアリング調

査を実施 

３ 調査結果（抜粋） 

（１）「実数調査」の結果について 

市町等を対象に実施した「実数調査」の結果は、県内計２０９人であった。 

令和４年度調査（１９３人）に比べ、１６人の増加となっている。 

市町別では、下関市（５９人）、山口市（３０人）、宇部市（２６人）の順に多くなっ

ている。 

年齢別では、就学年齢前の０歳から５歳が６２人となっている。 

なお、１８歳未満は、１９４人（令和４年度１７１人）であった。 

（２）「生活状況・ニーズ調査」の結果について 

   実数調査で把握された対象者家族に対して実施し、１０９人から回答があった。（回

答率５２．２％） 

① 基本情報・お子さんの状態について 

  ○ 発症年齢 

    障害や病気の発症年齢は、出生時（６１．５％）が多く、出生後の発症年齢では、

「０歳」が１６人（３９．０％）と最も多く、中学校就学年齢前の０歳から１１歳ま

での合計が全体の約９割を占める。 

○ 手帳の取得状況 

   身体障害者手帳については、全体の７６．１％に当たる８３人が所持しており、う

ち、１級の所持者が７８人（９４．０％）となっている。 

   療育手帳については、３８人（３４．９％）が所持しており、所持者のうち、８６．
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８％にあたる３３人が「Ａ」を所持している。 

  〇 小児慢性特定疾病受給者証 

    約半数の５５人（５０．５％）が所持している。 

  〇 相談支援事業所 

    ７９人（７２．５％）が利用している。 

  〇医療的ケア児等コーディネーター 

    「知らない」が５２人（４７．７％）、「利用している」が３４人（３１．２％）と

なっている。 

  〇医療的ケア児支援センター 

    「知らない」が５９人（５４．１％）、「利用している」が２４人（２２．０％）と

なっている。 

  〇 就学状況 

    通園・通学の状況については、６８人（６２．４％）が通園・通学しており、通園・

通学している場所は、「特別支援学校」３０人（４４．１％）が最も多く、続いて、

「小中学校」１７人（２５．０％）となっている。 

○ 日常的に必要な医療的ケア 

    日常的に必要な医療的ケアの種別は、「経管栄養（経鼻・胃ろう・腸ろう）」（５６

人）が最も多く、続いて「吸引（口鼻腔・気管内）」（４４人）、「排便管理（消化管ス

トーマ、摘便、洗腸、浣腸）」（３３人）の順に多い。 

〇 運動機能障害の有無 

姿勢・移動については、「寝返り不可」３５人（３２．１％）が最も多く、続いて「歩

いて移動（膝立含む）」３０人（２７．５％）、「寝返り可」１２人（１１．０％）の順

に多い。 

② サービスの利用状況について 

○ 利用しているサービス 

    利用しているサービスは、「訪問看護ステーション」（６１人）が最も多く、続いて

「放課後等デイサービス」（３４人）、「日中一時支援」（３３人）の順に多い。 

○ 希望はあるが利用できないサービス 

    希望はあるが利用できないサービスは、「短期入所（ショートステイ）」（２４人）

が最も多く、続いて「日中一時支援」（２０人）、「訪問診療」（１５人）の順に多い。 

  〇 短期入所（ショートステイ） 

短期入所は、１６人（１４．７％）が利用しており、「利用していない」６７人（６

１．５％）と「利用できない」２４人（２２．０％）が約８割を占めている。 

 また、利用できない理由は、「預けることに不安がある」（１１人）が最も多く、続 

いて「利用できる施設が近くにない」（１０人）、「施設が医療的ケアに対応していな 

い」（５人）の順に多くなっている。 

③ 災害対策について 

〇 災害時の避難先 

    ７０人（６４．２％）が「決まっていない」と回答しており、「医療機関」や「そ

の他避難所」、「福祉避難所」を避難先にしている人は、約３割となっている。 

〇 避難行動要支援者（災害時要援護者）名簿 

３９人（３５．８％）が「わからない」、３５人（３２．１％）が「登録されてい 

ない」と回答しており、登録されている人は３３人（３０．３％）となっている。 


